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 10
月
分
か
ら
給
付
額
変
更 

保
育
料
天
引
き
も
可
能
に 

 

子
ど
も
手
当
支
給
事
業 

減
額
３
億
４
９
７
２
万
３
千
円 

10
月
分
（
24
年
２
月
支
給
）
か
ら
、

子
ど
も
手
当
の
給
付
額
が
減
額
さ
れ

ま
す
。
（
国
会
で
日
本
共
産
党
は
減
額

に
反
対
） 

一
律
１
３
０
０
０
円
が
次
の
よ
う

に
変
わ
り
ま
す
。 

◆
３
歳
〜
小
学
生
（
第
１
・
２
子
）

と
中
学
生
は
１
０
０
０
０
円 

◆
３
歳
未
満
と
第
３
子
以
降
（
小

学
生
以
下
）
１
５
０
０
０
円 

 

負負
担担
増増
にに
なな
るる
世世
帯帯
もも  

子
ど
も
手
当
や
高
校
授
業
料
無
償

化
の
財
源
と
し
て
、
16
歳
未
満
の
年
少

扶
養
控
除
が
廃
止
さ
れ
、
16
〜
18
歳

ま
で
の
特
定
扶
養
控
除
も
削
減
さ
れ

ま
し
た
。
収
入
が
変
わ
ら
な
く
て
も
、

所
得
が
上
が
り
、
所
得
税
（
２
０
１
１

年
分
か
ら
）
や
市
民
税
（
２
０
１
２
年

分
か
ら
）
が
増
税
に
な
る
世
帯
が
多
く

出
て
き
ま
す
。
保
育
料
や
国
保
税
な
ど

へ
の
影
響
も
あ
り
ま
す
。 

予
算
委
員
会
で
大
畑
議
員
は
「
負
担

  

 

子ども手当 

増
に
な
る
世
帯
は
ど
れ
く
ら
い
あ
る

か
」
と
質
問
。
答
弁
は
「
試
算
し
て
い

な
い
」
と
い
う
も
の
で
し
た
。 

 
 

保保
育育
料料
のの
天天
引引
きき
がが
可可
能能
にに  

給
食
費
は
保
護
者
の
同
意
に
よ
り

子
ど
も
手
当
か
ら
納
付
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
す
。
保
育
料
は
保
護
者
の
同

意
な
し
に
天
引
き
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
廿
日
市
市
は
「
保
育
料
は
長
期

滞
納
者
対
象
に
、
１
，
２
月
分
を
２
月

支
給
の
子
ど
も
手
当
か
ら
」
天
引
き
す

る
方
針
で
す
。 

大
畑
議
員
は
「
一
方
的
に
天
引
き
す

る
こ
と
は
せ
ず
、
生
活
上
の
困
難
が
な

い
か
ど
う
か
、
て
い
ね
い
に
相
談
に
乗

る
べ
き
だ
」
と
発
言
。
市
は
「
納
め
て

い
た
だ
く
意
思
が
な
く
、
話
し
合
い
を

重
ね
て
も
難
し
い
場
合
に
、
新
た
な
滞

納
を
生
じ
さ
せ
な
い
た
め
に
特
別
徴

収
（
天
引
き
）
す
る
」
と
答
弁
し
ま
し

た
。 

有
害
鳥
獣
捕
獲
対
策
協
議
会 

補
助
金
追
加 

８
６
２
万
円 

イ
ノ
シ
シ
捕
獲
用
箱
わ
な
５
基
（
50
万

円
）
を
購
入
。
ま
た
、
玖
島
大
沢
、
浅
原
の

集
落
で
設
置
す
る
侵
入
防
止
柵
購
入
の
補
助

（
８
１
２
万
円
上
限
）
を
し
ま
す
。
メ
ッ
シ

ュ
柵
の
予
定
で
す
。 

 

補正予算 主なもの 

永尾副市長、川本副市長が 23 年 12 月 31 日で任

期満了のため、市長から新たな副市長の選任提案が

ありました。議会が同意し、選任が決まりました。

（敬称略 12 月 20日現在の年齢と職 ） 

 堀野和則（61歳 元教育部長） 
担当 総務・分権政策・自治振興・環境産業 

・福祉保健・教育・消防 

 原田忠明（57歳 現建設部長） 

担当 建設・水道 

新副市長 2 人選任 

日帰り入湯税が５0 円になります。（宿泊入湯税は 150

円です）温泉施設の指定管理者から、負担が重く経営が苦

しいと引き下げ要望があり、他市町の税額も勘案し検討し

てきたものです。引き下げ分 100 円のうち約 50 円を入浴

料引き下げ分に、残りを利用促進に使うとの説明でした。 

 この引き下げによる市の減収は年間約 1500 万円です。

減収になりますが、党市議団にも業者から引き下げ要望が

寄せられており、旧佐伯町では日帰り客から入湯税を徴収

していなかったこと、旧廿日市市で、党市議団は、市民が

利用しやすくするために入湯税の徴収をしないよう主張

していたこと等から、引き下げが妥当と判断、議案に賛成

しました。賛成多数で可決されました。 

ＴＰＰに反対を 
 

食糧自給率１３％コ国土が荒廃 食の安全が危機 

医療が崩壊 雇用と地域経済に大打撃 

市
長
選
挙
後
初
の
議
会
の
た
め
、
初
日

に
眞
野
市
長
か
ら
所
信
表
明
が
あ
り
ま

し
た
。 

一
部
議
席
の
変
更
が
あ
り
、
市
議
補
選

で
当
選
し
た
荻
村
・
山
本
議
員
が
議
席

１
・
２
番
で
、
大
畑
美
紀
議
員
は
15
番
に

な
り
ま
し
た
。
井
上
前
議
員
の
議
席
７
番

は
欠
員
と
な
っ
て
い
ま
す
。 

環太平洋経済連携協定 

佐
伯
民
報 

日
本
共
産
党 

無
料
生
活
・
法
律
相
談 

毎
月
第
２
日
曜 

午
前
１０
時
〜 

西部地区事務所 
37－ 0171

12月議会報告 
１２月６～2０日 

 

◇
３
月
定
例
会
は
、
３
月
６
日
（火
）開
会
予
定
で
す
。 

◇
本
会
議
、
委
員
会
、
全
員
協
議
会
の
傍
聴
が
で
き
ま
す
。 

賀賀
春春  

今
年
も 

よ
ろ
し
く 

お
願
い
い
た
し
ま
す 

 

２
０
１
２
年
１
月 

日
本
共
産
党
佐
伯
支
部 

日帰り入湯税 １５０円→５０円 

  

 



 

大
畑 

Ｔ
Ｐ
Ｐ
（
環
太
平
洋
経
済
連
携
協
定
）
に
日
本
が

参
加
す
れ
ば
、
日
本
側
の
不
利
益
は
、
経
済
と
国
民
生

活
全
般
に
及
び
、
震
災
か
ら
の
復
興
の
妨
げ
に
も
な

る
。
「
開
国
」
ど
こ
ろ
か
日
本
の
主
権
す
ら
危
う
く
な

る
。
野
田
首
相
の
交
渉
参
加
表
明
に
つ
い
て
、
市
長
の

見
解
を
問
う
。
市
長
は
22
年
12
月
議
会
で
「
な
ぜ
今

Ｔ
Ｐ
Ｐ
な
の
か
、
問
題
が
あ
る
と
思
っ
て
い
る
。
国
民

的
議
論
を
」
と
答
弁
し
て
い
る
。
国
民
的
議
論
は
尽
く

さ
れ
た
か
。
Ｔ
Ｐ
Ｐ
に
参
加
し
た
と
す
れ
ば
、
本
市
の

市
政
、
経
済
、
市
民
生
活
へ
の
影
響
は
。
全
国
市
長
会

は
、
慎
重
対
処
を
求
め
る
意
見
書
を
あ
げ
て
い
る
。
反

対
の
声
を
強
め
る
べ
き
だ
が
ど
う
か
。 

 

答
弁 

眞
野
市
長 

現
時
点
で
は
、
国
や
地
方
へ
の
十
分

な
情
報
提
供
が
行
わ
れ
た
と
は
言
い
難
く
、
非
常
に
残

念
で
あ
る
。 

 
 

交
渉
対
象
は
21
分
野
に
及
び
、
現
時
点
で
本
市
へ
の

影
響
を
具
体
的
に
捉
え
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
首
相

は
「
医
療
制
度
・
伝
統
文
化
、
美
し
い
農
村
は
断
固
と

し
て
守
り
抜
く
」
「
国
益
と
い
う
視
点
で
結
論
を
出
し

て
い
き
た
い
」
と
明
言
し
て
お
り
、
国
の
動
向
を
見
守

っ
て
い
き
た
い
。 

大
畑 

下
平
良
二
丁
目
地
区
埋
立
事
業
地
へ
の
大
型
商
業
系
施

設
の
進
出
が
、
地
域
経
済
へ
与
え
る
影
響
を
ど
う
考
え
る
か
。

一
極
集
中
で
、
他
の
地
域
や
既
存
商
店
街
が
寂
れ
た
り
、
競

争
激
化
で
ス
ー
パ
ー
が
撤
退
す
る
の
で
は
、
な
ど
の
懸
念
は

解
決
で
き
る
の
か
。
市
は
ど
う
い
う
努
力
を
す
る
の
か
。 

 

答
弁 

永
尾
副
市
長 

雇
用
創
出
、
雇
用
機
会
の
拡
大
に
な
る
。

買
い
物
の
市
外
流
出
を
な
く
し
、
地
場
産
業
の
振
興
に
つ
な

が
る
。
こ
の
商
業
施
設
は
買
回
り
品
中
心
の
業
態
で
あ
る
た

め
、
最
寄
品
を
中
心
と
し
た
地
域
経
済
へ
の
影
響
は
比
較
的

少
な
い
の
で
は
な
い
か
。 

予
定
優
先
交
渉
権
者
（(

株)

イ
ズ
ミ
）
に
は
、
市
民
の
利

便
性
向
上
と
に
ぎ
わ
い
の
創
出
拠
点
と
し
て
、
地
域
経
済
の

活
性
化
に
つ
な
が
る
施
設
と
な
る
よ
う
協
議
を
続
け
る
。
商

工
会
議
所
な
ど
と
の
連
携
を
密
に
し
、
地
元
商
店
会
な
ど
の

活
性
化
の
た
め
の
協
議
を
続
け
、
よ
り
良
い
効
果
を
創
出
し

て
い
き
た
い
。 

大
畑 

４
年
生
以
上
の
障
害
の
あ
る
児
童
の
放
課
後
対
策

と
し
て
、
児
童
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
だ
け
で
は
対
応
で
き
な

い
。
早
急
に
留
守
家
庭
児
童
会
で
の
受
け
入
れ
を
。 

 

答
弁 

松
田
福
祉
保
健
部
長 

 
 

安
全
面
等
を
考
慮
す
る
と
学
校
内
で
の
実
施
が
望
ま

し
い
。
多
目
的
教
室
な
ど
を
一
定
時
間
帯
に
利
用
す
る
こ

と
が
で
き
な
い
か
、
位
置
や
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
な
ど
の
課
題

を
解
決
す
る
た
め
、
協
議
を
し
て
い
る
。 

 

大
畑 

自
主
運
営
の
学
童
保
育
（
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
）
は

限
ら
れ
た
運
営
費
の
中
で
、
安
定
し
た
運
営
を
行
う
の
に

苦
労
し
て
い
る
。
市
の
直
営
に
す
べ
き
だ
が
ど
う
か
。 

 

答
弁 

吉
和
・
浅
原
で
は
、
障
害
の
あ
る
児
童
受
け
入
れ
の

た
め
、
補
助
金
を
増
額
、
復
数
の
指
導
員
体
制
で
運
営
し

や
す
く
な
っ
て
い
る
。
玖
島
児
童
ク
ラ
ブ
で
は
、
利
用
者

の
減
少
で
効
率
性
、
経
費
面
で
課
題
と
な
っ
て
い
る
。
利

用
児
童
の
保
護
者
や
指
導
員
等
と
対
応
を
協
議
す
る
。 

 

大
畑 

留
守
家
庭
児
童
会
の
指
導
員
は
非
常
勤
嘱
託
で
、
１

年
ご
と
の
更
新
、
継
続
最
長
10
年
の
有
期
雇
用
で
あ
る
。

専
門
性
、
継
続
性
の
必
要
な
仕
事
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
有

期
雇
用
を
や
め
る
な
ど
、
労
働
条
件
の
改
善
を
。 

 

答
弁 

非
常
勤
特
別
職
と
し
て
、
教
員
免
許
、
保
育
士
免
許

な
ど
資
格
が
必
要
で
あ
る
が
、
就
職
希
望
者
は
多
く
、
年

齢
構
成
を
考
慮
し
、
新
陳
代
謝
を
図
る
必
要
が
あ
り
、
10

年
で
適
用
し
て
い
る
。
人
事
の
固
定
化
は
し
た
く
な
い
。 

 

TPP９ヶ国   日本との関係 
 
シンガポール 

ブルネイ 
マレーシア 
ベトナム 
チリ 
ペルー   
オーストラリア 
ニュージーランド 
アメリカ 

日本と 
二 国 間 の
EPA 発効 

日本との EPA
交渉完了 

野田首相が EPA
交渉再開明言 

ＡＳＥＡＮ+６ 
（ＡＳＥＡＮ１０
ヶ国に日中韓、

インド、ニュー

ジーランド、オ

ーストラリアを

加える構想）） 

 

ＴＰＰはもともと、「環太平洋戦略的経

済連携協定」（Trans-Pacific Strategic 

Economic Partnership）といい、シンガ

ポール、ブルネイ、ニュージーランド、チ

リの４ヶ国の協定でした。これにアメリカ

が加わり、「環太平洋経済連携協定」（

Trans-Pacific Partnership Agreement

）として、９カ国間の交渉になり、現在に

至っています。   

日本を加えた１０ヶ国の貿易額は、日

米で７割を占め、ＧＤＰでは、日米で９

＊
買
回
り
品 

複
数
の
店
を
見
て
回
り
、
選
ぶ
商
品 

 
 
 
 
 

家
具
、
電
化
製
品
、
呉
服
な
ど 

＊
最
寄
品 

日
常
的
に
高
頻
度
で
購
入
さ
れ
る
商
品

食
品
、
日
用
雑
貨
な
ど 

 

障害のある児童の放課後対策 指導員の労働条件改善 

自主運営を直営に  学童保育の拡充を 

各
界
各
地
か
ら
断
固
反
対
の
声 

く
ら
し
を
破
壊
す
る 

Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
に
反
対
を 

割を占めます。事実上、日米間の協定であ

り、「アメリカ基準」を、日本に押し付けるもの

です。アメリカは「輸出倍増計画」を掲げて「

２５万人の雇用を生み出す」としており、それ

は諸外国の雇用が奪われることを意味しま

す。もし日本が参加すれば、農林水産業へ

の打撃はもちろんですが、公共事業への外

資参入や、その他ＩＳＤ（投資家対国家の紛

争解決）条項ほか日本に不利益をもたらす

交渉分野が多く、「交渉次第で有利に」する

ことはほとんど不可能です。 
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▼
日
本
は
す
で
に
６
カ
国
と
Ｅ
Ｐ
Ａ
（
経
済
連
携

協
定
）
を
締
結
し
て
お
り
、
残
る
の
は
、
米
・
豪
・

Ｎ
Ｚ
の
３
カ
国
。
推
進
派
の
弁
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
で
ア
ジ
ア

の
成
長
を
取
り
込
む
」は
理
由
に
な
り
ま
せ
ん
。 

大型商業施設誘致 

地域経済へ負の影響はないか 
大畑美紀議員の 

一一般般質質問問  

 


